
施　　策： 財務コード計画行政と効率経営の推進 01020108-10-00

キーコード：1687

出力日：令和04年03月15日
事務事業名公共建築物中長期予防保全事業

01
基本事業： 04公有財産管理 担当部 建設部  

基本事業の
成果指標

①資産売却・貸付収入（計画期間内累計）
②公有財産に関する事故件数
③公共建築物の優先対応箇所の改修進捗率

担当課 建築課

担当係 空家対策・建築計画担当

公共建築物
職員

令和２年度は、施設所管課職員に対する施設の点検講習を実施し、施設所
管課職員が施設の定期点検及び劣化点検を実施した上でその点検結果を公
共施設マネジメントシステムへ登録した。
それらの点検結果をもとに各課が建築工事調べ（令和４年度以降に実施を
予定している工事）を建築課へ提出し、建築課が現地確認を実施した上で
部位の改修優先順位を判断し、公共建築物長寿命化計画実施計画（５ヵ年
計画）を策定中である。
また、工事履歴を管理するため、公共施設マネジメントシステムへ令和2
年度に実施した主な工事を登録中である。施設所管課職員の施設の維持・監理に対する意識を高める

とともに、公共建築物の長寿命化を図る。

計画年度 平成27年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

施設所管課による劣化点検進捗率 100 100 100 100 100

成果指標名称 単位 目標
01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
300 303 316 311計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0
0 0
0 0
0 0

300 303 316 311

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1.5 1.5 2
12,098 12,044 15,842
12,398 12,347 16,158 311

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

【公共施設マネジメントシステム導入及び施設所管課による点検効果・期待】
・建物点検を施設管理者にさせ、システムに登録することにより劣化箇所の早期把握と対応が可能となる。
・点検結果を反映した公共建築物長寿命化実施計画（5ヵ年計画）の策定が可能となる。
・工事履歴を管理することにより、次に工事する際の工事内容等の参考となる。
・施設の維持運営経費を把握し、蓄積することにより、将来施設の統廃合をする際の基礎資料となる。
・公共建築物だけでなくインフラ資産の将来の更新費用の推計も可能で、公共施設等総合管理計画や公共建築物長
寿命化計画の改定時にシステムを活用することができる。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

＜課題＞令和元年度から施設所管課による点検～公共建築物長寿命化
実施計画（5ヵ年計画）の見直しのスキームを確立したが、スケジュ
ールがタイトであったため、令和2年度はスケジュールを早めた。令
和3年度は、さらに2ヵ月程度早め、5ヵ年計画を翌年の4月中に作成す
る。また、施設所管課職員の維持・管理に対する意識が低いため、講
習等を通して継続して意識を高める必要がある。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成26年度公共建築物保全マネジメントシステム導入
平成30年度公共施設マネジメントシステムを導入し、保全マネジ
メントシステムを統合
平成30年度公共建築物長寿命化計画を策定

施設所管課による劣化点検、建築課による劣化判定、保全優先度
を踏まえ、公共建築物長寿命化実施計画（5ヵ年）を毎年度策定
する。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


